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１．はじめに

　輸送費用の削減や自由貿易協定等による経済統

合、途上国の安価な労働力の利用拡大、情報技術の

進歩に伴い、企業は国内における生産体制の最適化

にとどまらず、国際的生産体制の最適化を志向する

ようになった。そのため、企業は中間製品や研究開

発、デザイン、マーケティングといったように製品

やサービスの生産に係るあらゆる工程やタスクを細

分化して国内外における生産体制の最適化を進め、

国際的なサプライチェーンを確立させた。このよう

な動向を反映して図１にあるように2000年以降の国

際貿易は急増している（ただし、2008年のリーマ

ン・ショック以降の国際貿易の伸びは鈍化し、「ス

ロー・トレード」と呼ばれている）。

　このような国際的なサプライチェーンが各国経済

に与える影響を検討するには、サプライチェーンに

よる製品やサービスの国際的な流れを追うのではな

く、製品やサービスの生産が川上から川下に進んで

いく過程のどの部分でどの程度の付加価値が生じた

かを追跡する必要がある。このような国際間の分業

に伴う付加価値を捉える概念として、グローバル・

バリュー・チェーン（Global Value Chain：GVC

（以下、GVC））がある。この GVC の概念が2000年

代初頭に導入されて以降、製品・サービスの生産体

制の細分化、生産タスクの各国における特化、グ

ローバル・バイヤー、グローバル・サプライヤーの

役割といった特徴を GVC の分析を通じて明らかに

することが可能となった。

　World Bank（2020）によると、世界貿易額に占

める GVC のシェアは1990年から2007年の期間にか

けて40％程度から50％超までに拡大した。ただその

後は世界経済の停滞に加えて、貿易自由化の停滞や

世界的な分業体制の成熟化により、貿易同様、GVC

の進展も停滞している。

　グローバル化が生産性に与える経路は、法眼ほか

（2024）に要約されているように、１．貿易活動等

を通じた経路、２．FDI（海外直接投資）を通じた

経路、３．GVC 参加を通じた経路が考えられる。

本稿ではこの中で GVC 参加を通じた経路について

論じる。GVC への参加が生産性の向上に寄与する

経路には、国家間のより細かい労働分業、より多種

の中間財の使用、技術スピルオーバーといったもの

が考えられる。法眼ほか（2024）では R&D と

GVC 参加率が生産性に与える効果について、先進

国を対象としたパネル分析を行い、GVC 参加率が

各国の生産性の伸び率の相当部分を説明するとの結

果を得ている。

　本稿の構成は以下の通りである。２節では GVC

参加が生産性に与える効果に関する研究をサーベイ
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し、３節では GVC 参加が生産性や雇用に与える分

析に必要となる推計モデルを説明する。４節は本稿

の分析で使用するデータを説明し、５節では推計結

果について論じる。最後に本研究により得られた結

果をまとめ、今後の課題を議論する。

２．先行研究

　Yanikkaya and Altun（2020）では、EU26カ国と

米国のデータを使用して、1995年から2011年および

2005年から2018年の期間１について、GVC の参加が

国別、産業別の生産量および全要素生産性（Total 

Factor Productivity：TFP（以下、TFP））に与え

る影響を計測した。一般化モーメント法を使用して

分析した結果、GVC 参加度が高まると生産量が高

まり、TFP 上昇率も高まることが判明した。この

効果は特に1995年から2011年の推計期間において顕

著である。中でも、製造業においては2005年から

2018年の推計期間において TFP 上昇率に与える効

果がより顕著であった。

　GVC に実際に参加するのは企業であることから、

企業による GVC の参加が生産性の向上に寄与する

のかどうかを検証する必要がある。以下では企業レ

ベルデータを使用した分析結果を議論する。

　Banh, et al（2020）は、2000年から2016年におけ

るエストニア企業のデータを使用して産業レベルの

GVC 参加率が生産性に与える影響を検証した。

GVC 参加率の指標の内生性を考慮に入れるため、

エストニアだけではなく、世界全体の産業別 GVC

参加率のデータを使用した。その結果、GVC 参加

率が上昇すると、エストニアの産業および企業レベ

ルでの TFP が向上することが判明した。またこの

効果は、生産性水準の高い企業グループ、売上高や

従業員数の大きい企業のグループ、輸出している企

業のグループにおいて、それぞれ生産性水準の低い

企業のグループ、売上高や従業員数の少ない企業の

グループ、輸出していない企業のグループに比べ

て、影響度が大きいことが判明した。

　Urata and Bake（2023）は、日本の製造業に属す

る企業の1994年から2018年のデータを使用して、

GVC の参加が TFP に与える効果を検証した。この

　　　　　　　　　　　　　　
１ 使用したデータが、それぞれバージョンの異なる TiVA データベース（2016年版と2018年版）であるため、期

間を分割して研究を実施している。
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研究では企業が輸出および輸入の GVC の参加を同

時に行っていることを GVC の参加と定義してい

る。この結果は日本製造業企業の GVC の参加は生

産性にプラスの影響を与えるが、その効果は必ずし

も大きくないことが示唆された。加えて生産性に与

える効果は参加からの時間の経過とともに大きくな

り、GVC を通じて新しい技術や経営ノウハウを入

手するには時間がかかるものと推察している。

　Benkovskis, k. et al.（2020）は、GVC による生

産性向上の経路の一つとして考えられる、輸出を

通じた技術等のスピルオーバー（Learning by 

exporting：LBE（以下、LBE））の効果を、ラトビ

アとエストニアの企業レベルのデータを使用して実

証分析を行った。分析の結果、GVC における高い

付加価値を生み出す輸出活動である知識集約的サー

ビス輸出、中間財輸出、再輸出（輸入した製品と同

じ製品を輸出するケース）において LBE の効果が

顕著であることを見出している。

　Mahy et al.（2022）は、2002年から2010年のベル

ギー企業のデータを使用して、GVC の上流に位置

（消費者から遠く離れた製品を製造する）すること

が企業の従業員１人あたりの付加価値生産性等に与

える効果を検証した。その結果、上流度が１段階上

昇すると、従業員１人あたりの付加生産性が短期で

５％、長期では20％上昇するとの結果が得られた。

３．推計モデル

　本節では、国・産業の GVC への参加と生産パ

フォーマンスとの関係性を実証分析する。産業の

GVC への参加方法には他国の生産工程に自国の生

産する中間財を供給することで行う「前方への参

加」と、自国の生産工程に他国の生産する中間財の

供給を受けることで行う「後方への参加」の２種類

がある。国・産業の GVC への参加を量的に測定す

るための指標として GVC 参加度（Participation）が

挙げられる。Hummels et al.（2001）によると、i 国

h 産業の t 年における「前方への GVC 参加度（GVC 

Forward Participation）」は、他国の輸出財・サービ

スの生産に中間投入として使用された当該産業創出

の付加価値（IVi,h,t）が、当該産業の輸出総額（Expi,t）

に占める割合を表す。他方、「後方への GVC 参加

度（GVC Backward Participation）」は、当該産

業の輸出財・サービスの生産に中間投入として使用

された他国創出の付加価値（FVi,h,t）が、当該産業

の輸出総額（Expi,t）に占める割合によって定義さ

れる。すなわち、前方参加度 　　　   と後方参加

度　　　　  の定義は下記の通りである。

　　p Forward
i,h,t  ＝  

IVi,h,t

Expi,t
.� ⑴

　　p Backward
i,h,t  ＝  

FVi,h,t

Expi,t. .� ⑵

また、前方への参加度と後方への参加度の和を当該

産業の GVC 全体参加度（GVC Total Participation 

Index）と定義することができる。すなわち、

　　p Total
i,h,t ＝ p Forward

i,h,t  + p Backward
i,h,t .� ⑶

である。⑶式により、国・産業の輸出総額に含まれ

る他国の付加価値が高いほど、また他国の輸出に使

用される自国の付加価値が高いほど、全体参加度が

高くなることがわかる。昨今の国際的な生産分業に

よって形成される GVC は、各国・各産業の比較優

位に基づいた財・サービスの供給・調達の最適化の

結果である。GVC への参加度を高めることは、世

界経済の活力を取り込みやすくするとともに、自国

産業の生産性向上を促し、付加価値創出能力を高め

ると考えられる（内閣府（2014）『平成26年度年次

経済財政報告』）。すなわち、GVC 参加度と生産パ

フォーマンスとの間には正の相関関係が期待される。

　他方、国や産業が生産工程の国際分業において担

う役割の重要さを図る指標として、GVC 中心性

（p Forward
i,h,t ）

（p Backward
i,h,t ）
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（Centrality）がある。Criscuolo and Timmis（2018a）

は GVC 中心性を産業別国際分業におけるその産業

の影響力や連結性を示す指標であると定義してい

る。ある産業の GVC 中心性は、自身の国際分業に

おける連結性のみならず、自身と中間財取引関係に

ある GVC 上流・下流の他産業の中心性にも依存す

る。Acemoglu et al.（2012）によると、高い中心性

を持つ国・産業は、バリュー・チェーンの辺境にあ

る国・産業により多くの生産性ショックを伝播する

ことを理論的・実証的に示している。さらに、

Criscuolo and Timmis（2018b）では、ある国・産

業の GVC 中心性の変化が、その国・産業の一部企

業の生産性の変化に正の影響を与えることを示唆し

ている。そのため、GVC 中心性は生産パフォーマ

ンスと正に相関していることが期待される。中心性

指標は GVC への参加方法に応じて、前方中心性

（GVC Forward Centrality）と後方中心性（GVC 

Backward Centrality）に分類することができる。

GVC ネットワークにおける中心性の高い産業へ中

間財を供給する産業は前方中心性が高く、中心性の

高い産業から中間財を供給されている産業ほど後方

中心性が高い。具体的には、前方中心性　　　　 と

後方中心性　　　 　  は以下のように定義される。

　　c Forward
i,h,t ＝η＋λΣj W

D,h
ij c Forward

i,h,t .� ⑷

　　c Backward
i,h,t ＝η＋λΣj W

U,h
ij c Backward

i,h,t .� ⑸

ここで 　　と 　　はそれぞれ、t 年における h 産

業の i 国と j 国間の上流および下流の中間財投入連

関である。ηとλは所与のパラメータである。ま

た、前方中心性と後方中心性の平均として、各国・

産業の全体中心度（GVC Total Centrality）を以下

のように定義する。

（c Forward
i,h,t ）

（c Backward
i,h,t ）

WU,h
ij WD,h

ij

　　c Total
i,h,t ＝  1

2（c Forward
i,h,t  + c Backward

i,h,t ）.� ⑹

　国・産業別 GVC 参加度および GVC 中心性を産

出したのち、生産パフォーマンスとの関係性につい

て、以下の式⑺によって回帰分析を行う。

　　yi,h,t ＝α＋βGVCi,h,t－1＋λh＋λi,t＋μi,h,t .� ⑺

ここで、被説明変数 yi,h,t は i 国 h 産業の t 年におけ

る生産パフォーマンスを表す変数である。具体的に

は TFP 成長率（％）（TFP Growthi,h,t）、労働生産性

成長率（％）（LP Growthi,h,t）、名目産出（100万円）

（Gross Outputi,h,t）、雇用（1,000人）（Employmenti,h,t）

が含まれる２。右辺のうち、αは常数項、説明変数

GVCi,h,t-1は上述の国・産業の GVC 参加度と中心性

を反映する変数である。理論的には、βはいずれの

被説明変数についても正で有意であることが考えら

れる。これら説明変数は GVC 参加からの潜在的な

逆因果関係を減らすために１年のラグを取る。λh、

λi,t は観測不可な要因をコントロールするための固

定効果である。このうちλh は時間を通じて不変の

産業特性を制御するための産業レベルの固定効果で

ある。また、λi,t は、国・年レベルの固定効果であ

り、産業が属している国に共通する経済ショックや

景気傾向など年ごとの変動要因を制御する。最後

に、μi,h,t は独立同一分布に従う誤差項である。

４．データ

　GVC 参加度および中心性指標の産出には、国際

的な財・サービスの流れを識別することで産業間の

生産と需要のリンケージを包括的に捉えることがで

き る 国 際 産 業 連 関 表 が 必 要 で あ る。 本 節 で は

OECD／WTO の「国際産業連関表（Inter-Country 

Input-Output Tables：ICIO Tables（以下、ICIO 

特別研究

　　　　　　　　　　　　　　
２ 推計において名目産出および雇用は変数の対数値を使用する。
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Tables））」の2018年版を用いる。2018年版の ICIO 

Tables では2005年から2015年における67カ国、36

産業の投入・産出の情報を網羅している３。なお、

ここでは世界の代表的な国として、米国・ドイツ・

日本・中国の４カ国を抽出する。

　産業の生産パフォーマンスに関する指標につい

て、米国・ドイツのデータは「EU KLEMS」の

2023年版から入手できる４。日本のデータは経済産

業研究所（RIETI）の「日本産業生産性データベー

ス2023」によって提供されている５。最後に、中国

のデータについては同じく RIETI によって提供さ

れている「中国産業生産性データベース2023」から

入手できる６。これらデータベースと ICIO Tables

を接合することで、米・独・日・中の2005年から

2015年における GVC 参加と生産パフォーマンスの

情報が利用可能となる。

５．推計結果

　まず、GVC への参加と産業の生産性との関係性

について見てみる。表１は、被説明変数として各産

　　　　　　　　　　　　　　
３ 2018年版 OECD ICIO 表は、下記 URL よりアクセスできる。
〈https://www.oecd.org/sti/ind/inter-country-input-output-tables.htm〉

４ EU KLEMS データベースはオランダのグローニンゲン大学が中心となって構築した、産業レベルにおける産出、
投入および生産性の国際比較のためのデータベースである。2023年版は1995年から2020年の期間の EU 諸国およ
び米国のデータを収録しており、下記 URL よりアクセスできる。詳細なデータに関する説明は Bontadini et 
al.（2023）を参照されたい。

〈https://euklems-intanprod-llee.luiss.it〉
５ 日本産業生産性（JIP）データベース2023は経済産業研究所（RIETI）の「産業・企業生産性向上」プログラム

の「東アジア産業生産性」プロジェクトにおける、1994年から2020年の日本の経済成長と産業構造変化を分析す
るために作成された基礎資料であり、下記 URL よりアクセスできる。

〈https://www.rieti.go.jp/jp/database/JIP2023/index.html〉
６ 中国産業生産性（CIP）データベース2023は RIETI の「産業・企業生産性向上」プログラムの「東アジア産業

生産性」プロジェクトにおける、北京大学 Growth Lab、一橋大学経済研究所と協力して作成された、1987年か
ら2017年の中国の経済成長と産業構造変化を分析するための基礎資料であり、下記 URL よりアクセスできる。

〈https://www.rieti.go.jp/jp/database/CIP2023/index.html〉

表１　TFP成長率とGVC参加の関係性
⑴ ⑵ ⑶ ⑷ ⑸ ⑹

全体参加度 i, h, t－１ 0.00722***
（0.00259）

　前方参加度 i, h, t－１ 0.00535**
（0.00269）

　後方参加度 i, h, t－１ 0.00625***
（0.00204）

全体中心性 i, h, t－１ 0.0316***
（0.00886）

　前方中心性 i, h, t－１ 0.0205***
（0.00622）

　後方中心性 i, h, t－１ 0.0282***
（0.00987）

産業固定効果 Yes Yes Yes Yes Yes Yes
国・年固定効果 Yes Yes Yes Yes Yes Yes

Observations 2,384 2,384 2,351 2,384 2,384 2,384
R-squared 0.135 0.134 0.136 0.137 0.136 0.136

Robust standard errors in parentheses
*** p<0.01, ** p<0.05, * p<0.1

https://www.oecd.org/sti/ind/inter-country-input-output-tables.htm
https://euklems-intanprod-llee.luiss.it
https://www.rieti.go.jp/jp/database/JIP2023/index.html
https://www.rieti.go.jp/jp/database/CIP2023/index.html
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業の TFP 成長率を GVC 参加に関する変数に回帰

させた結果である。モデル⑴～⑶は GVC 参加度を

説明変数にし、モデル⑷～⑹は GVC 中心性を説明

変数としている。モデル⑴が示すように、GVC 全

体参加度が高い産業ほど、TFP 成長率が統計的に

有意に高い。具体的には、GVC 参加度が１％上が

るにつれて TFP 成長率が0.007％上昇する。これ

は、モデル⑵～⑶において、GVC 前方および後方

参加度がいずれも正に有意に TFP 成長率と相関し

ていることに起因すると解釈できる。モデル⑷では

GVC 中心性が TFP 成長率と正の相関関係を持つこ

とが示された。具体的には、GVC 中心度が１％上

がるにつれて TFP 成長率が0.03％上昇する。この

結果はモデル⑸～⑹の前方中心性と後方中心性の結

特別研究

表２　労働生産性成長率とGVC参加の関係性
⑴ ⑵ ⑶ ⑷ ⑸ ⑹

全体参加度 i, h, t－１ 0.0103***
（0.00238）

　前方参加度 i, h, t－１ 0.00807***
（0.00210）

　後方参加度 i, h, t－１ 0.00806***
（0.00193）

全体中心性 i, h, t－１ 0.0466***
（0.00769）

　前方中心性 i, h, t－１ 0.0288***
（0.00526）

　後方中心性 i, h, t－１ 0.0421***
（0.00872）

産業固定効果 Yes Yes Yes Yes Yes Yes
国・年固定効果 Yes Yes Yes Yes Yes Yes

Observations 2,402 2,402 2,351 2,417 2,417 2,417
R-squared 0.961 0.961 0.962 0.962 0.962 0.962

Robust standard errors in parentheses
*** p<0.01, ** p<0.05, * p<0.1

表３　名目産出とGVC参加の関係性
⑴ ⑵ ⑶ ⑷ ⑸ ⑹

全体参加度 i, h, t－１ 0.198***
（0.0227）

　前方参加度 i, h, t－１ 0.152***
（0.0197）

　後方参加度 i, h, t－１ 0.157***
（0.0194）

全体中心性 i, h, t－１ 0.811***
（0.0543）

　前方中心性 i, h, t－１ 0.613***
（0.0429）

　後方中心性 i, h, t－１ 0.578***
（0.0571）

産業固定効果 Yes Yes Yes Yes Yes Yes
国・年固定効果 Yes Yes Yes Yes Yes Yes

Observations 2,493 2,493 2,453 2,508 2,508 2,508
R-squared 0.730 0.727 0.715 0.741 0.740 0.733

Robust standard errors in parentheses
*** p<0.01, ** p<0.05, * p<0.1
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果と整合的である。

　表２は、説明変数として各産業の労働生産性成長

率を使用した推計結果である。すべてのモデルにお

いて、表１の結果と質的・量的な変化がいずれも起

きていないことが示された。すなわち、GVC への

参加と生産性との関係についての推計結果の頑健性

が確認されたと解釈できる。

　次に、GVC 参加と産業の産出と雇用との関係性

についてである。表３は名目産出についての結果で

ある。モデル⑴～⑶では GVC 参加度指標がいずれ

も正で有意に産出額と相関していることがわかっ

た。具体的に、GVC 全体参加度が１％増加するご

とに、産出額が約0.2％増加する。モデル⑷～⑹を

見ると、産業の GVC における中心性が高いほど、

産出額も高いことが示唆された。具体的には、

GVC 全体中心性が１％増加するごとに、名目産出

が0.8％増加することがわかった。

　表４は雇用との関係についてである。モデル⑴～

⑶では GVC 参加度が雇用者数と正に有意に相関し

ていることが示された。また、モデル⑷～⑹では

GVC 中心性が高い産業ほど、雇用者数も多いこと

が示唆された。

６．おわりに

　GVC への参加度が高く、GVC においてより中心

性が高い産業は、他の産業よりも有意に生産性成長

率および名目産出額が高く、また雇用者数も多いと

いうことが示唆された。これらの結果は、国や企業

の GVC 参加が生産性の向上をもたらすことを示唆

した Pahl et al.（2022）, Bahn et al.（2020）や、

GVC と雇用との正の相関関係を報告した Chor et 

al.（2021）の主張と一致するものである。

　GVC への参加は生産性の向上をもたらすが、

Urata and Baek（2022）で指摘されるように日本企

業の中には GVC への参加に積極的でない企業もあ

る。大企業は自社グループ内に生産性の低い企業を

抱えるよりも、海外の生産性の高い企業との取引を

積極的に拡大することが望まれる。一方、中堅・中

小企業に対しては政府等による海外市場情報の提供

といった支援が求められよう。

　最近では、新型コロナウイルス、米中の貿易摩

擦、ロシアのウクライナ侵攻等によりグローバル・

表４　労働者数とGVC参加の関係性
⑴ ⑵ ⑶ ⑷ ⑸ ⑹

全体参加度 i, h, t－１ 0.175***
（0.0262）

　前方参加度 i, h, t－１ 0.171***
（0.0234）

　後方参加度 i, h, t－１ 0.104***
（0.0238）

全体中心性 i, h, t－１ 0.687***
（0.108）

　前方中心性 i, h, t－１ 0.581***
（0.0806）

　後方中心性 i, h, t－１ 0.362***
（0.0916）

産業固定効果 Yes Yes Yes Yes Yes Yes
国・年固定効果 Yes Yes Yes Yes Yes Yes

Observations 2,504 2,504 2,453 2,519 2,519 2,519
R-squared 0.928 0.928 0.926 0.929 0.929 0.927

Robust standard errors in parentheses
*** p<0.01, ** p<0.05, * p<0.1
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サプライチェーンの安定性に問題が生じるように

なってきている。そこで、今後はこのようなさまざ

まなグローバル・サプライチェーンが受けたショッ

クに対して企業がどのようにサプライチェーンを再

構築し、その結果企業や産業の生産性にどのような

影響を与えたかを分析する必要がある。これは今後

の研究課題としたい。
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